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1．問題の所在と研究の目的
　現在日本の教育は「多様化・複線化」に向かっており、安倍教育改革のもとで戦後教育制度
の大きな転換点を迎えている。自民党の教育再生実行本部（実行本部）の本部長遠藤利明は、実
行本部が日本の教育のあるべき姿を提言し、政府の教育再生実行会議（実行会議）が議論して取
りまとめ、文部科学省（文科省）の中にある中央教育審議会（中教審）で法律や政令にしていくと
いう流れで進められているとした上で、 4 つの改革の方針を提言したという。①6-3-3制の弾
力化、②大学入試の抜本的変更、③教師の質向上のための「新人材確保法」制定、④世界で生
き抜くためのグローバル人材の確保、の 4 点がそれである。以下、①と④に絞って整理したい。
　①について遠藤は、今までの戦後教育を「結果の平等を求めてきた」と批判し、今日本に必
要なのは、能力の違いや持って生まれた力の差、興味関心の違いを前提に、子どもたちの能力
や要求に合わせた授業であるという。そして、子どもの数が減少する中、高度成長時代に必要
とされたエリートの数を確保しようとしたら、6-3-3制を変えて、一部の有能な子どもの能力
を伸ばすために新たな学校段階の区切りを作る必要があるとして、複線化の方針を示し、それ
が「義務教育学校」の導入だと説明する（1）。「義務教育学校」については、実行会議の「今後
の学制等の在り方について」（第 5 次提言　2014年 7 月）において、自己肯定感の低さ、小 1 プロ
ブレムや中 1 ギャップ、グローバル化への対応やイノベーションの創出に対応する英語教育や
ICT 教育の充実、そのための「小中一貫教育学校（仮称）」の制度化などが提言され、2016年度
からの設置が決まった。小学校段階で、従来の小学校と「義務教育学校」が併存することにな
り、制度的に複線化がスタートすることになる。
　一方、多様化路線については、1991年以降高等学校段階で多様化政策が進められた。中教審
答申「新しい時代に対応する教育の諸制度の改革について」（1991年）で改革の視点として「量
的拡大から質的充実へ」「形式的平等から実質的平等へ」「偏差値偏重から個性尊重・人間性重
視へ」の 3 点をあげ、93年より単位制の高校への拡大、総合学科（普通教育・専門教育の選択履修
を総合的に行う学科）導入が行われた。次いで、97年の中教審答申「21世紀を展望した我が国の
教育の在り方について」において中高一貫高校が盛り込まれ、99年より中高一貫教育制度（中等
教育学校、併設型の中学校・高等学校、連携型の中学校・高等学校）が導入された。2013年度、全国の
高等学校約5000校のうち、単位制高校974校、総合学科363校、中高一貫校450校となっている。
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　次に④については、実行会議の「これからの大学教育等の在り方について」（第 3 次提言）に
おいて、「大学は、教育内容と教育環境の国際化を徹底的に進め世界で活躍できるグローバ
ル・リーダーを育成すること、グローバルな視点をもって地域社会の活性化を担う人材を育成
すること」などを提言し、現在、徹底した国際化を進め世界標準の教育環境作りを進めようと
している。特に、国際化を断行する「スーパーグローバル大学（仮称）」を支援するとして、今
後10年間で世界大学ランキングトップ100の中に10校以上ランクインさせるとの数値目標まで
設定した。
　第 3 次提言では、「初等中等教育段階からグローバル化に対応した教育を充実する」として、
小学校の英語学習の教科化と早期化、中学校の英語に関して英語による授業の実施など、初等
中等教育を通じて英語教育の重視を打ち出している。さらに、中等教育に関しては、グローバ
ル・リーダーを育成する先進的な学校を「スーパーグローバルハイスクール（SGH）」として指
定し、英語を使う機会を増やし、問題解決力や国際的教養の育成を支援するとした。SGH に
関しては、2014年度56校が指定され、施策として進められている。
　初等・中等教育で導入されている複線型学校体系（「義務教育学校」と中高一貫教育制度）は新自
由主義的経済システムのもとで必要とされる一部エリートをすくい上げる目的で導入されよう
としている。山本由美は小中一貫教育のねらいについて、①公教育の競争・選別機能の早期化
である、②学校統廃合を進める手段として「有効に」機能する、と整理した上で、「私立中高
一貫が果たしているようにエリートを早期に引き抜くという意味で、基本的に誰にでも平等な
公教育を提供する制度であるはずの単線型学校体系である6-3-3制の切り崩しをしてきたのに
対し、小中一貫教育は、早い段階で一定数の子どもを“より分ける”“あきらめさせる”と
いった意味での選別・競争を進める役割をはたすことになる」と指摘する（2）。
　現在、産学官連携による大学でのグローバル人材育成事業が進められ、高校には「SGH」が
設置されている。そこで求められるのは、国際的に活躍できるグローバル・リーダーであり、
10％にあたるエリート養成である。本稿では、グローバル人材論を18歳選挙権時代に必要な市
民性教育の視点から批判的に検討し、高校生にとって必要なキャリア教育の在り方を探る。具
体的には、ノンエリート校である兵庫県立尼崎小田高等学校の国際探求学科を研究対象として、
学科の指導目標、 3 年間のカリキュラム、体験的な諸活動、授業方法など分析し、18歳選挙権
時代の主権者にとって必要な学びの在り方を検討する。
2．政府・財界が求める「グローバル人材」
　近年、産学官連携による大学での「グローバル人材」の育成が叫ばれ、大学に国際系学部・
学科が多数つくられる（3）とともに、文科省によってグローバル人材育成推進事業が進められて
いる。
　政治・経済・社会などあらゆる分野で「ヒト」「モノ」「カネ」「情報」が瞬時に国境を越え
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て移動し、さまざまな分野で対応を迫られるグローバル化した社会で求められる「グローバル
人材」について、グローバル人材育成推進会議『グローバル人材育成戦略』（2012年 6 月）は、
「グローバル人材」の概念を整理して次のような要素が含まれるという。
要素Ⅰ：語学力・コミュニケーション能力
要素Ⅱ：主体性・積極性、チャレンジ精神、協調性・柔軟性、責任感・使命感
要素Ⅲ：異文化に対する理解と日本人としてのアイデンティティー
　『グローバル人材育成戦略』では、グローバル人材の言語能力レベルを、①海外旅行会話レ
ベル、②日常生活会話レベル、③業務上の文書・会話レベル、④二者間折衝・文書レベル、⑤
多数者間折衝・交渉レベル、という 5 段階にレベル分けし、「若い世代では、同一年齢のうち
約10％（すなわち約11万人程度）がおおむね20歳代前半までに 1 年間以上の留学ないし在外経験を
有し、前述の④⑤レベルのグローバル人材の潜在的候補者となっていることが通常の姿となっ
ていることをめざしたい」と、グローバル人材養成として想定されるのは年10万人程度と考え
ている。また、実行本部「成長戦略に資するグローバル人材育成部会提言」（2013年 4 月）では、
「英語教育の抜本的改革」の中で、「世界レベルの教育・研究を担う大学を30程度指定し、そ
の学生の卒業要件を TOEFL iBT 90点相当とするとともに、集中的な支援によりグローバル
に活躍する人材を年10万人養成」（4）としており、ここでも必要とされるグローバル人材は10％
程度ということになっている。
　このグローバル人材は経済界（大企業）が強く望む人材である。日本経済団体連合会（経団連）
の『新卒採用（2014年 4 月入社対象）に関するアンケート』（5）では、新卒者の選考にあたって特に
重視した点（ 5 つ選択） で上位に位置づくものは、「コミュニケーション能力」「主体性」「チャ
レンジ精神」「協調性」「誠実性」「責任感」であり、上記「グローバル人材の概念」にあげら
れた要素ⅠとⅡに符合する。ただし、語学力は15位（2013年 4 月入社の場合16位）となっている。
他方、経団連の『産業界の求める人材像と大学教育への期待に関するアンケート結果』（2011
年 1 月）によると（6）、「グローバルに活躍する日本人人材に求められる素質、知識・能力（複数回
答）」の項目では、上位から「既成概念に捉われず、チャレンジ精神を持ち続ける」、「外国語
によるコミュニケーション能力」、「海外との文化、価値観の差に興味・関心を持ち、柔軟に対
応する」と続く。また、「グローバル人材育成に向けて大学に期待する取り組み（複数回答）」の
項目では、上位から「専門科目を外国語で履修するカリキュラムの構築」、「企業の経営幹部・
実務者から、グローバル・ビジネスの実態を学ぶカリキュラムの実施」、「日本文化・歴史を学
び、海外から日本・日本人がどう見られているかを考えるカリキュラム実施」が続いており、
大学に求められる外国語教育は、単に外国語を運用する能力ではなく、専門的な知識を外国語
で理解し、外国語で交渉できる力ということになるのだろう。
　経済界が大学にグローバル人材養成を求める背景は何か。1990年代以降、日本独特の雇用慣
行である「新規学卒就職」の仕組みと「企業内教育」の機能が崩れ、大学に即戦力となるグ
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ローバル人材の育成を求めることになった、とみることができる。特に、「グローバル・ビジ
ネス」を展開するために、それぞれの業務に応じた知識や能力が必要になってきたという事情
がある。
　産学人材育成パートナーシップグローバル人材育成委員会『報告書～産学官でグローバル人
材の育成を～』（7）（2010年 4 月）では、「グローバル・ビジネス」時代のグローバル人材に必要な
能力として想定されているのは、「社会人基礎力」（8）「外国語でのコミュニケーション能力」
「異文化理解・活用力」である。グローバル・ビジネスを展開する上で「多様なバックグラン
ドを持つ同僚、取引先、顧客等」と「文化的・歴史的なバックグランドに由来する倫理観や特
性の差異を乗り越えて」外国語でコミュニケーションをとるためには、「異文化理解・活用
力」が必要であるとする。
　ここで言う「異文化理解・活用力」とはどのようなものか。グローバルビジネスのもとでは、
日本国内とは違って、「多様な文化や歴史を背景とする価値観、考え方、特性、コミュニケー
ション等の差異（「異文化の差」）が存在する」という認識に立って、このような環境下で必要に
なるのは以下の 3 点だとする。
　ⅰ）「異文化の差」が存在するということを認識して行動すること
　ⅱ ）「異文化の差」を「良い・悪い」と判断せず、興味・理解を示し、柔軟に対応できること
　ⅲ ）「異文化の差」をもった多様な人々の中で比較した場合の、自分を含めたそれぞれの強
みを認識し、それらを引き出して活用し、相乗効果を生み出して、新しい価値を生み出す
こと
　このような「グローバル人材」「グローバル・リーダー」を育てるための授業が大学に課せ
られているという。
　このような政府主導のグローバル人材育成政策に対して、大木充は、外国語教育の視点から
「異文化理解・活用力」の捉え方を批判している（9）。大木は、グローバル人材育成委員会が育
成しようとするグローバル人材は、グローバル・ビジネスに役立つ人材を想定しているのだか
ら、そこで求められるのは「異文化間コミュニケーション能力」を備えた人材だとした上で、
ⅰ）～ⅲ）の要素は「異文化適応力」であり、「異文化間能力」の一部に過ぎないと言う。「異文
化間コミュニケーション能力」とは、「言語能力」、「社会言語能力」、「談話能力」、「異文化間
能力」によって構成される能力である。多くの日本人には「異文化間コミュニケーション能
力」は求められなくとも、「異文化間能力」は必要であり、それを養成する目的は、言語や文
化の多様性を受容するためであり、その画一化を阻止するためであるという。次に、「異文化
間能力」とは次のように定義される。
　　 　話し手が、自分の文化に帰属しない他の生き方や考え方に気づき、理解し、解釈し、受
容することを可能にする知識、スキル、態度、行動をまとめたもの。
　この「異文化間能力」は、文化についての深い理解と知識、聞く・観察する・解釈する・分
析するなどのスキル、他の文化や文化的多様性を高く評価して敬意をはらうなどの態度があっ
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てはじめて「異文化適応力」が得られるとする。したがって、グローバル人材育成委員会が必
要をするⅰ）～ⅲ）の要素は、「異文化間能力」の一部であるとしても、その基盤となる知識、
スキル、態度を欠いものである。
　グローバル化した社会に生きる学生を育てるためには異文化間能力に重点を置いた教育をす
べきであり、このような教育を受けた学生は、たとえ一流企業のエリート社員として活動しな
くても、豊かな人生を送ることができるだろうという（10）。グローバル化した現在の社会で大
学が育てるべき学生は、「人材」ではなく国際社会で異文化に敬意をはらい互いに協力して未
来社会をつくることができる「人間・市民」であるということだろう。
　大木の批判を敷衍して、「異文化理解教育」「国際理解教育」という文脈で「グローバル人材
論」を検討してみたい。「異文化理解とは、文化的背景の異なる人々と共生・共存するために、
彼らの行動様式の背後にある思考方法や価値観などに焦点を当てて理解しようとする営み」で
あり、「相手文化に対する敬意と、文化の共通性と個別性から把握しようとする知的な態度」
が大切である（11）。異なる文化背景を持つ人々と関係を持つ方法論として異文化理解教育があ
るが、異文化理解教育だけではグローバル化する世界を理解することはできない。
　「ヒト」「モノ」「カネ」「情報」が瞬時に国境を越えるグローバル社会は、さまざまな問題
が国境を越えて存在し、解決にも国境を越えた対策が求められる。民族紛争や国際紛争とそれ
が引き起こす大量の難民、温暖化をはじめとする地球環境問題、エネルギー問題、食糧問題、
核兵器や原発の問題などのグローバル・イシューについて、問題の本質を歴史的に考え、国家
や国際社会の政策を批判的に検討し、一人ひとりの人間が政治的に判断することが求められて
いる。
　この課題を追求するのが国際理解教育である。異文化理解は国境を越えて人々が協働して行
動するための前提になるもので、求めるものは世界が抱える諸問題を解決に導く方策を考える
ことである。その際、求められる共通の価値観がユネスコが追求してきた「平和の文化」であ
り、実践基準がユネスコ第28回総会（1994年）で採択された「平和・人権・民主主義のための教
育」であると考える。21世紀の人類的課題は「持続可能な社会（世界）」の構築である。そこで
求められるのは、日本政府や経済界が育成しようとする「グローバル人材」ではなく、地球の
未来を平和・人権・民主主義の価値観で作り上げていく「グローバル市民」である。
3．SGHで追究されている学び
3． 1 　SGHの構想と学びの特徴
　文科省によるグローバル人材育成推進事業の一貫として、2014年からは「スーパーグローバ
ルハイスクール（SGH）」事業が始まった。SGH の目的は、「急速にグローバル化が加速する現
状を踏まえ、社会課題に対する関心と深い教養、コミュニケーション能力、問題解決力等の国
際的素養を身に付け、将来、国際的に活躍できるグローバル・リーダーを高等学校段階から育
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成する」としており、大学との連携を前提に、そこで育成される人材は「グローバルな社会課
題を発見・解決し、様々な国際舞台で活躍できる人材（国際機関職員、社会起業家、グローバル企
業の経営者、政治家、研究者等）」である。
　希望する国公立、私立の学校の管理機関が、都道府県の教育委員会又は知事を経由して（国
立大学法人及び指定都市教育委員会にあっては直接）、文部科学省に申請書等を提出し、産学の有識
者によって構成されるスーパーグローバルハイスクール企画評価会議の審査を経て指定される。
指定期間は 5 年間で 1 校当たり1600万円が手当てされる。
　主な取り組みとしては、①グローバル・リーダー育成に資する課題研究を中心とした教育課
程の研究開発・実践、②グループワーク、ディスカッション、論文作成、プレゼンテーション、
プロジェクト型学習等の実施、③企業や海外の高校・大学（ESD を通じたユネスコスクールを含む）
等と連携した課題研究などが例示される。また、大学との連携として、課題研究に関する指導
を行う教員の派遣や外国人留学生のサポートが行われ、企業、国際機関（OECD、UNESCO 等）、
非営利団体等から人材・プログラムが提供される（12）。
　2014年スタートに際して応募総数は246校、56校（国立 4 ・公立34・私立18）が指定を受けた。
さらに56校の分類をすると、中等教育学校が 4 校（2015年より移行する 1 校を含む）、中高一貫校
（併設型及び連携型、17年より移行予定 1 校を含む）19校、公立高校のうちいわゆる「伝統校」が19
校である。また、大学の附属校は16校となっている。さらに、受験産業が示す偏差値を使って
56校を分類すると、偏差値70以上21校、60～69が27校となり、産学官連携による大学でのグ
ローバル人材育成事業で求められる10％のエリートを後期中等教育段階から囲い込もうとする
政策意図がはっきりと現れている。産官学が一体となってグローバル人材育成を一部の高校で
優先的に行うという差別と選別の教育制度が公然と行われている実態が明らかである。
　以下、公表されている56校の構想調書（13）をもとに、SGH 指定校の学びを概観すると、幾つ
かの共通点が見られる。
　① 　グローバル・コミュニケーションは、英語を中心とした活動となっている。
　② 　アクティブ・ラーニングの手法が取り入れられている。プロジェクト学習、課題解決学
習、グループ・ワーク、パネルディスカッション、ディベートなどを通じて、教師によっ
て共同的な学びが組織されている。
　③ 　海外研究旅行、スタディーツアーなどが実施されている。訪問先としては東南アジア、
オーストラリアなどが多い。また、姉妹校や従来から行われていた修学旅行を発展させた
ものも見られる。いずれにしても、多額の費用が必要になるが、指定校は 5 年間1600万円
の費用を使うことができるので、生徒の費用負担が軽減される。2015年度 SGH に指定さ
れた神戸大学附属中等教育学校の担当者は、筆者の取材に対して、初年度用予算1000万円
を使って生徒の負担ゼロで海外研修を実施できる予定と語っている。
　④ 　高大連携事業により、高校側の研究課題に対して大学からの講演会が提供され、生徒の
課題研究についての知識提供が行われている。しかし、高校側では、この機会を使って大
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学へ生徒を訪問させ、大学教員の授業を受けることで進路学習の性格を持たせる例も多く
見られる。
　⑤ 　外国大使館の職員、元外交官、国連の職員、NGO の職員を招いて国際事情についての
講演が行われる。また、企業の海外駐在員などを招いて、海外での仕事について聞く機会
も持たれている。実際の現場で活動しているグローバル・リーダーのモデルとつなぐ取り
組みとなっている。
　⑥ 　外国の大学生や高校生の訪問を受けて交流が行われたり、高校生の課題研究について世
界事情を知るために留学生のサポートを受けている例も見られる。
　次に特徴的な取り組みを取り上げてみた。
3． 2 　現代の世界が抱える人類的課題についての課題設定している学校
　指定校の構想調書でグローバル・イシュー、持続可能な社会（ESD）について具体的に課題研
究に設定している学校は、埼玉県立浦和高等学校、筑波大学附属坂戸高等学校、渋谷教育学園
渋谷高等学校、お茶の水女子大学附属高等学校の 4 校である。その他15校が「持続可能」
「ESD」の文言を使っているが、「水問題」など個別の問題を扱っているほかは、単なる修飾
語として使われているものであり、具体的な記述はない。
　浦和高等学校は、「人類の共存」「持続可能な地球環境」「普遍的価値の探求」の具体的な社
会課題として、「地球温暖化」「自然・代替エネルギー」「これからの都市設計」「エネルギー安
全保障」「外交安全保障」「南北問題」「国際的平和の祭典」「古典の中の普遍的価値観と未来社
会の構築」「民主主義と正義」などのテーマをあげている。ただし、学校の HP でこの 1 年半
の活動の記録をリサーチしたが、SGH 報告としては医学薬学セミナ （ー大学教授による講演）、
課題研究「宇宙人はいるか」、エネルギーと生命（講演）、課題研究「医療倫理講座」（生徒発表）
などが紹介されているだけで、人類的課題についての学習が実践されたか確認できなかった。
　筑波大学附属坂戸高等学校が具体的テーマとして設定するのは、「環境」（森林保全のための小
学生向けプログラムの開発、起業による熱帯雨林再生プロジェクト）、「経済・産業・国際関係」（グラ
ミン銀行方式による自立的地域振興、森林保全と地域振興を両立する BOP ビジネスモデル）、「震災」
（スマトラ島沖大津波と東日本大震災）、「文化・社会」（伝統文化の変容測定）であり、国際フィール
ドワーク、高校生国際 ESD シンポジウム、課題研究支援プログラムで扱うと HP にあるが、
具体的な報告は見られない。
　渋谷教育学園渋谷高等学校の場合、グローバル・イシューとして「人間の安全保障」を取り
上げ、平和と人権に関わる課題に取り組むとして、「人口動態の変化と女性の教育・働き方」、
「核兵器の現状と課題」（修学旅行プロジェクト）、「紛争とこどもの人権」の 3 つをテーマ設定
している。実践については HP で公開されていない。
　お茶の水女子大学附属高等学校の場合は、学校の HP に SGH の取り組みが詳しく紹介され、
報告書も公開されている。 3 年間を通じて必修教科「グローバル地理」（ 1 年生学校設定科目）、
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「持続可能な社会の探究Ⅰ、Ⅱ」（ 2 、 3 年生の総合的な学習の時間）、選択科目「グローバル総
合」で学び、国際協力とジェンダー［人権・格差］、経済発展と環境［持続可能な開発を目指
して］、国際関係と課題解決［貧困・平和・人権］の学習が、大学教員の講義、三井物産や日
本アイビーエム、イオントップバリューの社員の講演などを設定して行われ、 1 年間の探求の
成果として個人論文が作成される。具体的な個人論文のテーマとして、「教育におけるジェン
ダー問題」、「バングラデシュの教育―IDEAL プロジェクト―」、「ハノイ市民の足をバイクか
ら鉄道へ～バンコクの例をもとに～」、「公害都市から環境都市へ」、「日本文化がどのように海
外に発信されているか」、「日本と東南アジアの繊維産業から見えてくる関係性」などが紹介さ
れている（14）。
　人類的課題（持続可能な社会）についての学習の取り組み、成果などが具体的に紹介され、報
告書が発行されているのはお茶の水女子大学附属高等学校のみである。その内容は、 2 章で筆
者が提起した21世紀に必要とされる「グローバル市民」としての知識であり、行動指針となっ
ている。21世紀の世界は、環境・経済・社会の各分野で複雑な問題を抱え、その解決が迫られ
ている。環境分野では地球環境問題（生物多様性の危機・地球温暖化など）、経済の分野では資源・
エネルギー・食糧危機や金融・経済危機、社会の分野では戦争・地域紛争やグローバル化によ
る世代間・世代内の格差の問題（南北問題や所得格差・教育格差など）がそれである。これらの課
題解決に向けて学習を進める若者を育てることが SGH の取り組みであって欲しいと願う。
3． 3 　キャリア教育、起業家教育を指向した取り組み
　グローバル・リーダーについての一般的な定義はない。グローバル人材育成委員会『報告
書』では、「グローバル・ビジネス」時代に必要とされる「グローバル・リーダー像」として
次のような人物像を想定し、高いレベルの公共心と倫理観が必要としている。
　　 「個別企業の利益を超えて、進出先企業と進出国の繁栄、さらには、国際社会の繁栄を考
え、より良い社会の形成のために国際的な活動においてリーダーシップを発揮し、状況を
分析し、判断し、決断し、実行できる人材。」（p.34）
　SGH が育成すべき人材は、「グローバルな社会課題を発見・解決し、様々な国際舞台で活躍
できる人材（国際機関職員、社会起業家、グローバル企業の経営者、政治家、研究者等）」というコン
セプトから、キャリアプラン、キャリアデザイン、キャリアパスなどを追究するキャリア教育、
グローバル・ビジネスの場で活躍する起業家育成を課題研究に取り上げる学校が多数見られた。
特に、構想調書に「ビジネス」や「キャリア」のいずれかを記載した学校は29校にのぼる。ま
た、「起業家（教育）」にふれた学校は 6 校である。
　起業家教育に関して、品川女子学院が、「現在の我が国には女性起業家、特に社会起業分野
における起業家が少ないという課題を認識し、社会課題を自ら発見し、新しいソーシャル・ビ
ジネスを生み出す「起業マインド」について研究」し、文化祭で起業体験をしてクラス単位で
起業プランコンテストを行うという構想を示している。学校の HP では「研究開発完了報告書
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（H26）」（15）が公表されている。報告書によると、研究のために 4 つのプロジェクト（デザイン思
考講座、リーダーシップ講座、家庭科 CBL、起業体験プログラム）を立ち上げ、それぞれの段階で生
徒は課題について勉強しながら最終的にグループで起業プランについてのプレゼンを行ってい
る。作品や生徒の評価なども紹介され、実践の実績はある。ただ、日本の労働実態、企業で働
く女性が置かれている状況、女性の社会進出が困難な原因などについての学習が十分であった
かは不明である。報告書を読む限り、その点に切り込んだ生徒論文は見られない。最終的に起
業プランをつくることが第一義的な目標になっている印象を受ける。
　品川女子学院の取り組みは、旧通産省が進めていた「起業家教育としてのキャリア教育」の
流れの一つである。児美川孝一郎は、「通産省がすすめようとした起業家教育は、端的に言っ
てしまえば、グローバル経済競争という環境条件のもとで、いかにして日本経済の活性化をは
かり、国際的な競争力を確保するのかといった経済（成長）政策的な課題意識から登場してきた
のである。」（16）と指摘するが、品川女子学院の取り組みはそのねらいを克服するものとはなっ
ていない。
　キャリア教育の充実の一貫と位置づけて取り組んだ徳島県立城東高等学校の構想は、「持続
可能な社会の発展に貢献するグローバルリーダーに必要な態度や素養を習得するため」、地域
にあるグローバル企業や大学と連携した実践である。取り組みは、2014年 7 月第 1 回スーパー
グローバル講座に大学教員を招いた講演から始まる。一人の生徒がその講演で印象に残ったこ
として、「現在、世界でこういった問題があるからこういった人間になり、知識、技術を得る
というのが、私のグローバル人材となる方法でした。しかし、教授はグローバル人材はそう
いった世界で活躍する人でなく、私たち自らが何らかの知識 ･ 技術を持ちそれを「困っている
人」の困難解消に役立てること、そういった精神から国際協力が生まれる」と言われたことを
印象深く書いている。そこから始まって、徳島にあるグローバル企業の日亜化学工業社員から
海外駐在経験、大塚製薬の能力開発研究所所長から商品開発や海外展開についての講話、現地
で働くインドネシア人社員を招いての聞き取りを通じて、グローバルリーダーとしての資質を
見いだす実践が行われる。
　城東高校の教育課程では、公民科「21世紀を生きる」（ 1 単位）が設定され、、「グローバル社
会における社会、経済、政治の動向」「経済における相互依存関係の深まり」などが学ばれる
ことになっているが、グローバル化がもたらす負の側面を認識しながらグローバル企業の海外
展開を見る視点を育てることが、単に「グローバル企業で働くには」というようなキャリア教
育を克服することに繋がると考える。先に挙げた児美川は、文科省が進めるキャリア教育とし
て重視される、子ども・若者の「勤労観・職業観」を育成するという点に収斂する方向を「政
策としてのキャリア教育」と批判し、「「観」の教育として勤労や職業を教える前に、まずは子
どもたちには、現代社会における労働や職業をめぐる状況を、主体的かつ科学的に認識するた
めの力を育てることが重視されるべきなのである」と指摘している。SGH で追究されるグロー
バルリーダ （ービジネスリーダー）を育成するという方針で進めている実践を HP 等で調べると、
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「多国籍企業で働くためには」という関心をあおりながら、有名大学への進学につなげるよう
なキャリア教育を指向しているのではと懸念される取り組みも見られる。
4．兵庫県立尼崎小田高等学校国際探求学科の取り組み
4． 1 　国際探求学科の指導方針とが育てる生徒像
　兵庫県立尼崎小田高等学校国際探求学科は、高校多様化のもとでつくられた英語コース（1986
年設置）を前身とする。2003年には異文化理解と国際交流を中心とするクロスカルチュラル（CC）
コースに衣替えした後、2012年国際探求学科として再編された。国際探求学科の指導目標と
「学び」の特徴は以下の通りである。
（1）国際探求学科の目標
①世界的な視野で物事を考え、優れた語学力と豊かな知識、広い見識を持って互いを尊重
できる、国際社会に貢献する人材を育成します。／②探求活動を通じて、地球規模の問題
について学び、考え、自分の意見を発信できる力を身につけます。／③進路実現のために
確かな学力を身につけ、自ら進路を切り開く人材を育成します。
（2）指導目標
①異なる文化を理解し、尊重する態度を養い、多様な文化を持った人々と共に生きていく、
豊かな人間性を育む。／②地球規模で考えるべき諸問題について幅広い見識を身につけ、
探求活動や体験的な学習を通して、問題解決に向けて考え、行動する力を養う。／③優れ
た英語運用能力を身につけ、自己を正しく積極的に表現し、国際社会に貢献できる人材の
育成を行う。
（3）「学び」の 4つの柱：「知る」「考える」「発表する」「行動する」
　国際探求学科の「学び」の軸になっているのは、 1 、 2 年生段階で探求学習の充実を図り、
ポスター発表やパネルディスカッションへの参加など様々な機会を活用し、生徒が自分の言葉
で課題を設定し、その解決方法を探し求めて、協働的に学びを深める学校設定科目「国際探求
Ⅰ、Ⅱ」の授業と、 3 年生に設定されている学校設定科目「21世紀の国際探求」である。生徒
たちは、 1 、 2 年の「国際探求」でさまざまな課題を調べ、英語によるプレゼンの仕方、ポス
ターセッションなどさまざまな手法を学ぶ。また、英語ディベートコンテストや英語スピーチ
コンテストなどへ参加、JICA 関西訪問、企画講演会で、もやもやとした疑問を発見する。生
徒の心に芽生えたさまざまな疑問点に解決の機会を与えるのが「21世紀の国際探求」である。
4． 2 　先導的実践者福田秀志の授業論
　国際探求学科の学びは、先導的実践者福田秀志の授業論抜きに語ることはできない。CC
コースで学校設定科目「多文化共生社会の実現」や「21世紀の国際理解」を担当した福田は、
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「グローバリゼーションの光と影」に焦点をあて、世界の問題と日本の問題が交差し、繋がっ
ている事に着目させた授業をつくってきた。最近の実践論文は次の通り。
（1 ）「ネットカフェ難民と野宿者、世界の児童労働へ連なるもの」 全国民主主義教育研究
会編 『格差社会と若者の未来』 同時代社　2007年 8 月
（2）「慰安婦を学ぶ女子大生に 『慰安婦』 を学ぶ」 『歴史地理教育』 2008年 8 月号
（3 ）「「食料自給率三九％」 を高校生とどう学ぶか？」 『歴史地理教育』 2008年 9 月号
（4 ）「日本の食料自給率と世界のつながり」 『教育』 2009年 1 月号
（5 ）「格差・貧困・排除　野宿者問題と若者の連続性」 『高校生活指導』 180号　2009年 3 月
（6 ）「主権者を育てる社会科の授業：食糧問題にふれて」 『人権と部落問題』（部落問題研
究所）　2009年 4 月号
（7 ）「原発を問う」 『兵庫の歴史教育』（兵庫歴史教育者協議会）　2012年 7 月
（8 ）「東日本大震災（福島原発）の復興―経済成長、TPP で可能なのか？」 『兵庫の歴史教
育』（兵庫歴史教育者協議会）　2015年 7 月
　福田は、国際探求学科の前身であるクロスカルチュラル（CC）コースの生徒に対して、2004
年から「21世紀の国際理解」（ 2 単位）と「多文化共生社会の実現」（ 2 単位、2011年度で終了）と
いう学校設定科目を担当してきた。国際探求学科の前身である CC コースは、英語の実践的な
運用能力を高めるとともに、国際的視野を身につけた、21世紀の社会で活躍できる人間の育成
を目標としていた。福田がこの授業で目標としていたことは次の点である。
　　 「経済のグローバリゼーションと呼ばれる現象のなかで、先進国と開発途上国の格差の差
の拡大、先進国、開発途上国のそれぞれの国の内部での格差の拡大がすすんでいる」とい
う認識に立って、「この授業では、「グローバリゼーションの光と影」に焦点をあて、世界
の問題と日本の問題がいかに交差し、繋がっているのかについて考えていこう」と取り組
んできた。（『教育』2009年 1 月号）
　福田の授業の特徴を明らかにするために具体的な授業テーマの構成を以下に紹介する。
【授業の概要】
①メディア・リテラシー　ゲスト：本校卒業生（現在、大学 1 回生）―「NHK の番組に出演
するなかで感じたこと・考えたこと」
②ワーキングプアー・ネットカフェ難民と野宿者―格差・貧困・排除―
　ゲスト：「野宿者ネットワーク」代表生田武志さん
③貧困と児童労働
　ゲスト：NPO 法人「フリー・ザ・チルドレン」事務局長　中島早苗さん
④日本の食料自給率と世界の繋がり　―WTO・EPA・FTA をどう見るか？
　ゲスト：農業従事者（兵庫県丹波市）「農業で生きるということ」
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⑤携帯電話と世界の繋がり
⑥地球環境問題と私たちの生活　ゲスト：教科書会社編集部地図編集室―「ヨーロッパの
環境政策」／ NPO 法人「気候変動　ネットワーク」平岡俊一さん―「地球温暖化問
題」／元中学校教員―「地域のダム建設（武庫川ダム）から環境問題を考える」
⑦ベトナム難民と日本の難民政策
　ゲスト：財団法人アジア福祉教育財団難民事業本部　関西支部代表中尾秀一さん
⑧語り継ぐ戦争と平和と人権　ゲスト：中国残留孤児宮島満子さん―「中国残留孤児とし
て日本社会で生きる」／大阪国際大学教員金洪仙さん―「在日コリアンとして日本社会
で生きる」／本校卒業生（現在大学 3 回生）―「軍隊のないコスタリカの理想と現実―コ
スタリカに留学して」／神戸女学院大学文学部総合文化学部石川康弘ゼミ学生―「『慰
安婦』を学ぶ」／神戸華僑歴史博物館　事務局長林宏仁さん　―「神戸と華僑」
⑨移住労働者は今―工場労働者　ゲスト：ブラジル人移住労働者（伊丹市在住）
⑩世界の貧困　ゲスト：NPO 法人「AM ネット」理事神田浩史さん―「日本の ODA と
アフリカ支援と洞爺湖サミット、累積債務問題」
⑪バングラデイシュの光と影　ゲスト：芦屋大学臨床教育学部国際コミュニケーション教
育科浜本幸子さん―「バングラデイシュという国―縫製産業、マイクロクレジットの実
践と効果」（実践論文 6 より）
　福田の授業論は「つなぐ・出会い」というキーワードで語ることができる。
（1） 日本の社会の現状や課題を生徒たちの生活とつないで教材化し、グローバル化する世界を
地域社会の視点から批判的に考えさせて、「もう一つの世界」の模索へとつなげる。
（2） 授業テーマに合わせて、現場でその問題に取り組む専門家を招き、矛盾を抱えた社会を変
革するために前向きに生きている大人に出会わせる。また、テーマによっては、立場の違
う専門家の主張をロールプレイの手法で提示して、テーマを深く掘り下げる。
（3） 授業テーマに合わせたたくさんの DVD 映像等を提示し、日本や世界の現実に出会わせる。
上記「④日本の食料自給率と世界の繋がり」の授業では、DVD、TV 番組の録画など20
本ほどが提示され、生徒の理解を助けている。
（4） 一つのテーマの学習では、教師の講義、映像資料の視聴、ゲストの講演等を組み合わせ、
何段階かで生徒に意見表明をさせ、その意見表明を読み合わせ、クラスの仲間の主張に出
会わせ共同的な学びを組織している。
（5） 授業での学びが社会に出て行くことにつながっていく。「野宿者の授業」で野宿者ネット
ワーク代表の生田武志さんの話を聞いた 1 人の男子生徒が、釜ヶ崎の「夜回り」に参加し、
2 人の女生徒がある人権団体主催の視察に参加している。彼らはこの学びと野宿者との出
会いをきっかけに大学での学びを経て、ケースワーカーの仕事などに就いている。福田の
授業が自分の生き方につながっている。
グローバル人材論と権利としてのキャリア教育
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4． 3 　国際探求学科が育てる生徒像―キャリア教育の視点から
　国際探求学科が育てようとしている生徒像は、単にスキルとしての英語運用能力を身につけ
た生徒ではない。「地球規模で考えるべき諸問題について幅広い見識を身につけ、探求活動や
体験的な学習を通して、問題解決に向けて考え、行動する力」を身につけた生徒である。生徒
たちは、「国際探求」や「21世紀の国際理解」などの授業で、人間らしく働くことができない
新自由主義社会の現実、格差社会を生み出す政策や社会の構造、食糧自給率39％の日本が途上
国の貧困を生み出している現実、多国籍企業の利益追求の陰で強いられる世界の児童労働や日
本のニューカマーの労働者の現実、地球環境問題などを、その解決に向けて活動を続ける「お
となモデル」と身近に接しながら、仲間と共同的に学び、その解決に向けての提案を考えて社
会に訴える行動を組織していく。このような若者であれば、グローバル・イシューに積極的に
立ち向かい、解決に向けて行動をとるであろうことが期待できる。
　国際探求学科 1 期生のAさんは、 3 年間の「学び」を振り返って、 1 、 2 年の国際探求では、
さまざまな課題を設定して調べ学習をし、プレゼンやディベートで意見を言ってきたが、「そ
れは自分の言葉になっていなかった」という。Aさんが自分の「学び」が深まり、自分の考え
で立論できるようになったのは、 3 年生の「21世紀の国際理解」で 1 年間かけて追究した
「TPP」の授業だったと振り返る。
　　 「豊富な資料を基に、何でそうなるのか自分で考える時間が持てた。知識が足りず意見表
明することは難しかったが、物事を多面的に見ることと、そこから自分の意見を持つこと
で、結論までもっていくことができた。」
　Aさんは、これらの学びを通して、「スタンドアップキャンペーン」を全校生徒参加で実現
し、「ワンワールドフェスタ」に参加、卒業をひかえた 1 月には、大阪大学で行われた「国際
問題を考える日」においては、兵庫県下から選ばれたパネリストの 1 人として、「グローバル
時代に高校生に求められる学び」について発表を行った。
　「21世紀の国際理解」の授業などを通じて課題意識を明確に持ったAさんは、「グローバル
時代に求められる学び」を深めるために、X大学に AO 入試で合格し、そこで学びを続けて
いる。ネパール地震が起ったときは、大学構内で募金活動を組織するとともに、尼崎小田高校
の教員や下級生によびかけ JR 尼崎駅頭での募金活動を実現している（17）。国際探求学科の「学
び」は、生徒自らの生き方を発見させる「学び」になっている。
5．お わ り に
　「若者自立・挑戦プラン」のような政府が進めた「政策としてのキャリア教育」は、大量の
非正規雇用と格差拡大を受け入れ、格差社会の中で競争をして勝ち残ることを求める。椅子が
5 個しかないのに10人で椅子取りゲームをさせて、負けた 5 人には能力がないから椅子に座れ
なかったんだと「自己責任」を迫る。10％のエリートには小学校からさまざまな優遇策をとる
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が、残りの90％のノンエリートには、今の境遇がいやなら這い上がれと迫る。
　これに対し、尼崎小田高校の国際探求学科は、「進路実現のために確かな学力を身につけ、
自ら進路を切り開く人材を育成します」と目標に掲げた通り、そこで追求されるのは「権利と
してのキャリア教育」である。児美川は、「権利としてのキャリア教育」について、労働者と
して働く職場の主人公となるために労働法の知識を持ち、現在の社会や労働市場の問題点を変
革することができる力となる「政治的教養」を身につけさせる教育に作り替えていくことを提
起している（18）。国際探求学科での学びをくぐり抜けた生徒たちは、人権の視点から社会の現
実を批判的に捉え、主権者として社会変革の視点を学び取っていく。そして、その社会変革を
するために、ともに学んだ仲間と支え合いながら志を同じくする人々とつながる術を体験的に
学んでいく、批判的な視点を持った市民に育っていっている。このような生徒こそ 2 章で筆者
が提起した「グローバル市民」であり、18歳選挙権時代に必要とされる主権者だと考える。
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